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研究成果の概要（和文）：40～60代の男女1317人(調査1以下1)と1108人(調査2以下2)の選好が調査対象となっ
た。18問中、合理性チェック問題合格者は579(44.0%)(1)、539(48.6%)(2)で、どんな内容でも検診を受けるが
40.5%(1)35.8%(2)、受けないが17.5%(1)18.7%(2)存在した。合理性チェック問題の合否、すべての検診を受ける
群と受けない群による基礎データ(年齢、性別、収入等)においては、近親者のがん患者の有無、がんになること
の恐怖度、がん罹患のリスクでそれぞれ有意差を認めた。全体として全世代で死亡率と過剰診断の低い検診を好
む傾向にあり、偽陽性に関しては選好が分かれた。

研究成果の概要（英文）：A total of 1317 (Survey 1) and 1108 (Survey 2) respective subjects between 
the ages of 40 and 70 proceeded to the conjoint analysis. From the 18 questions, those who passed 
the two reasonability-check tests were 579 (44.0%) and 539 (48.6%) respectively. 40.5 percent of 
Survey 1 subjects and 35.8 percent of Survey 2 subjects chose to be constantly screened while 17.5 
percent of Survey 1 and 18.7 percent of Survey 2 chose never to be screened. The result of the 
reasonability-check tests and preference for screening tests showed no statistically significant 
demographic difference except in the cases of “have cancer patients in the family," "level of fear 
for cancer," and "self-perceived risk of cancer." Overall, all subjects preferred lower death rate 
and fewer over-diagnoses for any screening tests. Opinions were divided on the number of false 
positives. 
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１．研究開始当初の背景 
がん検診は市町村が主体となって住民に

対して行うことが定められており、職域でも
広く行われているが、死亡率減少効果が証明
されている検診の種類は少数であり、効果が
存在しても非常に小さいものもある。また、
平均外来受信回数が米国の 3倍以上であるな
ど、わが国の医療アクセスは非常に良好であ
り、検診以外での早期発見の機械は存在する。
国のがん対策においては、検診受診率向上へ
の施策がしばしば議論されるが、その前に検
診を行うことの効果と弊害に関する客観的
データに基づいて国民の判断が検診を支持
するのかを明らかにすることは、施策を考え
る上で必要不可欠であるが、この点を明らか
にした研究は存在しなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、制度としてのがん検診

（対策型検診）を、本当に国民が必要と考え
指示するのかを検証することである。がん検
診は、症状の無い一般人に対して検査を行っ
て早期発見することで、がん死亡率を低下さ
せることを期待しているが、逆に一定の割合
で、自然消退するがん、進行が遅く致命的に
ならないがん等が発見されてしまい、検診を
行っても結果的に死亡率が下がらないこと
がある。乳児の神経芽細胞腫、甲状腺がんな
どでは、検診を導入しても人口あたりで罹患
率は上がるが死亡率は下がらないという乖
離が起きることが知られている。また、全体
として死亡率減少効果がある検診でも、個人
個人にとっては、偽陽性、偽陰性、検査合併
症などの弊害も存在する。そのため、がん検
診は利益と弊害のバランスを考慮する必要
があり、制度としてがん検診を考える場合に
は、そのバランスは受診者である国民の判断
によるべきである。また、「個人として、あ
る検診を受診するかどうか」の判断と、「あ
る検診にがん対策として国費を投じてもよ
いか」についての意見は異なる可能性もあり、
本研究はその点を分離して明らかにするこ
とを試みた。 
 
３．研究の方法 
本研究では以下の 3 つを行った。 

1.わが国で行われているがん検診の効果、弊
害を定量的に示した研究成果（ガイドライン
など）を収集し、わが国のデータが存在しな
いものは、海外のデータを収集する。 
2.定量的な効果、弊害のデータの掲示方法に
ついて、いくつかの掲示方法を作成した上で、
インターネット調査会社のパネルで募った
参加者をランダムに割りつけ、理解度を検証
し最善の掲示方法を同定する。 
3.最も理解が得やすい定量データの掲示方法
を使って、現在実施中のがん検診についての
効果、弊害データを元に様々な変化を加えた
シナリオを作る。そのようなシナリオ下にお
けるがん検診受診の意思を質問し、どのよう

ながん検診に支持が得られるのかを決定す
る。 
 
４．研究成果 
がん検診の死亡数、過剰診断を含むがん診

断者数、偽陽性者数について、40,50,60 台に
わけてそれぞれ既存のデータをもとに 4つレ
ベルでパラメータを動かした値を用意し、そ
れらを組み合わせた 3 拓問題 18 台を Web 調
査として実施した。調査は 2回にわたって異
なる対象者に対して行われ、調査 1では数値
のみの表で提示したのに対し、調査 2では数
値と図を用いて回答者に選択肢を提示した。 
40～60代の男女1317人(調査1)と1108人(調
査 2)の選好が離散選択実験の対象となった。
18 問中、設定された合理性チェック問題 2問
に合格した人はそれぞれ 579人(44.0%)(調査
1)、539(48.6%) (調査 2)であり、どんな内容
であっても検診を受ける人が全体の 40.5%
（調査 1）35.8%(調査 2)、逆に検診を受けな
い人が 17.5%（調査 1）18.7%(調査 2)存在し
た。合理性チェック問題の合否、すべての検
診を受ける群、すべての検診を受けない群に
よる基礎データ(年齢、性別、収入等)におい
ては、「近親者のがん患者の有無」、「がんに
なることの恐怖度」、「がん罹患のリスク」で
それぞれ有意差を認めた。全体として、全世
代において、死亡率と過剰診断の低い検診を
好む傾向にあった。偽陽性に関しては、選好
が分かれた。 
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